


























1.は じ め に
わが国における戦後の農業政策は,「食糧増産」 と 「農地改革」という二つの目標と深い関わ
りをもって展開されてきた。つまり,戦 後の深刻な食糧危機を打開するためには,食 糧の供給力
を高めなけれぽならず,そ のため各種の施策が講 じられてきた。 また,地 主的土地所有を解体
し,そ して農業 ・農村の民主化を実現するために農地改革が断行 され,自 作農が創設された。
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しか しながら,食 糧危機が克服され経済が復興されるにつれて,農 業政策の矛盾が顕在化する
こととなってきた。 より具体的には,農 業 と他産業 との所得格差の拡大とその是正問題,農 産物
の生産過剰 とその生産調整問題等がそれであった。
日本経済の高度成長は,必 然的に経済の自由化 ・国際化をもたらし,そ して今や,国 内産業の
空洞化の進展が懸念される状況下にある。農業においては,農 業従事者の減少 ・高齢化の進行が
顕著にみられる。このため,わ が国農業の持続的発展にとって,自 作農主義(所 有=耕 作)か ら
利用農主義(所 有≠利用)へ の転換に関わる農用地問題,「 担い手の確保 ・育成」及び 「効率的
・安定的な経営体の育成」問題は極めて重要な政策的課題 として登場 してきた。
そこで,本 稿においては,農 用地問題,担 い手の確保 ・育成,効 率的 ・安定的な経営体の育成
問題の解消に寄与するところ大であると思われる,ま だ創設 されて間もない,農 業経営基盤強化
促進法(昭55・5・28,法65)に 基づ く認定農業者制度,そ の制度と不可分の関係に位置づけら
れる 「経営体育成総合融資制度」(ス ーパー総合資金制度),そ のなかでも特に,「農業経営基盤i
強化資金(ス ーパーL)」 について取 り扱っていくこととしたい。
2.農 業経営基盤強化促進法の概要とその意義及び農業経営改善計画
わが国における農業の特徴は,極 端な零細農耕制にあった。1955年 産米の大豊作によ り,そ
れ以降食糧事情が好転するようになった。食糧事情が好転するにつれて,わ が国の農家経済も商
品経済化が進み,市 場 との結びつきが強 まり,市 場相場の変動が農家経済に与える影響も大きく
なって,農 業者が市場相場の変動に対応 して作付け転換をする傾向がみられるようになった。
1956年 度か らは適地通産を推進する 「新農村建設事業」が展開 された。1961年 に制定された農
業基本法(昭36・6・12,法127)は,「 自作農主義 にたち,所 有権移動を方向づけることで自立
経営を育成」1)し,農業近代化をめざそ うとした。 また,農 業者等に対 し農業協同組合その他の
機関で農業関係の融資をその業務 とするものが行 う長期かつ低利の施設資金等の融通を円滑にす
るため,国 が,都 道府県の行なう利子補給等の措置に対して助成し,又 は自ら利子補給を行なう
措置を講ずることとし,も って農業者等の資本装備の高度化を図 り,農 業経営の近代化に資する
ことを 目的とした農業近代化資金助成法(昭36・11・10,法202)が 制定された。
さらに,1962年 度か ら10カ 年計画で 「第1次 農業構造改善事業」が実施され,従 来の食糧増
産中心から生産性の向上へ農政の転換がなされるようになった。農業構造改善事業は,本 来,そ
の零細農耕制を改善 し,農 業経営規模の拡大を図 り,そ の結果 として自立経営の育成をはかろう
とするものであった。 これら事業の主要な一環として土地基盤整備事業 も実施された。1962年
の農地法改正では,最 高保有面積制限の緩和によって,構 造政策を推進 しようと試みた。この よ
うな努力にもかかわらず,わ が国農業における国際競争条件は一段 と悪化 し,農 産物価格が国際
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価格に比 して割高 とな り,農 産物の貿易自由化をせまる外圧が一層増大 した。1967年 には構造
政策の基本方針が発表され,農 地法を改正して農地の流動化を図るとともに,集 団的生産組織の
助長,総 合資金制度の創設,農 民年金制度の活用等の方針が出された。1968年 には コメぽか り
でなく,果 実(ミ カン)や 畜産物など成長農産物の過剰問題が表面化 した。選択的拡大という農
業基本法農政がもた らした農産物過剰 とい う農業問題である。このため,「第2次 農業構造改善
事業」を実施 し,「総合農政」を本格的に展開した。その間,農 業生産における土地利用型農業
と施設型農業 との分化2)が明確 となってきた。農業基本法制定のころは,構 造政策の前提 とし
て,〈 あとつぎ他出→世代交替期に挙家離村→農地売却〉とい うコースが想定 されたが,そ れが
在宅通勤兼業化によって非現実化 した後は,今 度は〈安定兼業化→土地もち労働者化→農地賃貸〉
とい うコースに期待3)が寄せられたが,そ の期待に応えられなかった。
このため,1970年 の農地法の改正によって,所 有権移転による規模拡大とともに,賃 貸借等
による農用地の経営問の移動(ま た,公 益法人による農地保有合理化促進事業 ・農業委員会によ
る農地移動適正化あっせん事業等で,売 買による保有合理化を含む)を 法認することによって,
規模拡大を図ろうとした。 これに関連 して,就 業構造の改善による農地流動化の促進のため,
1971年 には農村地域工業導入促進法等により,構 造政策の補完をはかった。1977年 には,同 年
産米の豊作 ・古米在庫の累積をみるようにな り水田利用再編対策(水 稲の転作奨励10カ 年計画)
が導入 された。 しか し,転 作作物はいずれも所得形成力が弱 く,農 業経営の所得を確保す るため
には規模拡大をせざるを得なかったのである。 さらに,1980年 に制定された農用地利用増進法
では,「利用権」とい う新たな概念に基づ く賃貸借制度を導入することにより,積 極的に農用地
の流動化を図ろうとした。農地法の規定に従って,農 用地の貸借契約を結ぶと,同 法が,耕 作者
の権利を強 く保護するという理念に立脚 していたため,土 地を二度 と返 してもらえないのではな
いか,あ るいは 「土地を取 られてしまうのではないか」との懸念が大きかったため,農 地の貸借
において,「請負耕作」・「やみ小作」 とい うような変則的な方式が とられていた。 このため,農
用地利用増進事業による利用権の設定 とい う方式での 「やみ小作の合法化」による農地流動化の
促進政策 行政が一種の 「事業」 として,ま た地域 ぐるみの 「運動」として,農 地流動化を
促進 しようとする 「日本型構造政策」4)が 登場 してきたのである。つま り,農 地価格が高
騰 したため売買による経営間の農地移動が困難 となったため,所 有権移転を回避 した賃貸借とい
う形態で構造政策に取 り組まざるを得なか ったのである。 しか し,こ のような農業政策の展開に
よる構造政策への取 り組みにもかかわ らず,前 述のように,農 業生産における土地利用型農業と
施設型農業との分化が明確とな り,自 然的 ・社会的条件に恵まれた農業者は,経 営耕地規模を拡
大することなく,粗 収益を大幅に拡大 し得る施設型農業へ と,そ の比重を移 していかざるを得な




る。 このため,新 政策の方向で示されている経営感覚に優れた効率的 ・安定的な経営体が農業生
産の大宗を占めるような農業構造を実現するために,農 用地利用増進法の一部改正(農 業経営基
盤強化促進法に名称変更),そ の他関係法律が改正され認定農業者制度が登場 してきた5)。
認定農業者 とは,農 業経営基盤強化促進法に基づいて,市 町村が農業者の作成 した 「農業経営
改善計画」を,適 当である旨の認定を した農業者のことである。農業経営基盤強化促進法では,
都道府県は 「基本方針」6)を定めるもの とし,ま た,市 町村は'「基本構想」を定めることができ
るとしている。すなわち 「都道府県知事は,政 令で定めるところにより,農 業経営基盤の強化の
促進に関する基本方針(以 下 「基本方針」とい う。)を定めるものとする。」7)と規定 し,ま た,「市
町村は,政 令で定めるところにより,農 業経営基盤の強化の促進に関する基本的な構想(以 下「基
本構想」 という。)を 定めることができる」8)と規定 している。
さらに,農 業経営改善計画の認定について 「承認市町村の区域内において農業経営を営み,又
は営もうとする者は,農 林水産省令で定めるところにより,農 業経営改善計画を作成 し,こ れを
承認市町村に提出して,当 該農業経営改善計画が適当である旨の認定を受けることができる。」9)
と規定 している。
つまり,都 道府県 ⇒r基 本方針」の策定,
市 町 村 ⇒ 「基本構想」の策定,
農 業 者 ⇒ 「農業経営改善計画認定申請書」の作成 ・提出,市 町村長による認定
という方式になっている。
さて,農 業経営基盤強化促進法に基づ く市町村の農業経営基盤の強化の促進に関する基本構想
は,今 後,市 町村で育成 していこうとする効率的かつ安定的な農業経営の指標や 目指すべき農業
構造の 目標を明らかにするとともに,そ の 目標の実現に向けて実施 していく措置や関連施設につ
いて定めるものであ り,今 後の各市町村農政の基本 となるものである。従 って,経 営規模の拡大
や複合化などに よって魅力ある経営体づ くりを目指す意欲的な農業者(農 業生産法人を含む)の
農業経営改善計画の実現を,国,地 方公共団体及び農業に関する団体等の関係諸機関が,農 用地
の利用権の設定の促進 ・課税の特例 ・資金の貸付け ・研修の実施等,様 々な方面から支援するこ
ととなっている。要するに,経 営感覚に優れた効率的 ・安定的な農業経営の育成をはかるための










作 目 ・部門別の作付面積,飼 養頭数 ・生産量,経 営耕地,作 業受託の現状 と目標
④生産方式の合理化の目標
機械 ・施設,農 用地の利用条件,作 目 ・部門別合理化の方向の現状と目標
⑤経営管理の合理化の目標 現状と目標
⑥農業従事の態様等の改善の目標 現状と目標
⑦ 目標を達成するためにとるべき措置 経営改善の 目標,措 置,現 状,見 通し









員会は,前 条第一項の認定を受けた者(以 下 「認定農業者」 とい う。)か ら農用地について利
用権の設定等を受けたい旨の申出があった場合には,そ の申出の内容を勘案 して農用地の利用
関係の調整に努めるものとする。」12)と規定 してお り,認 定農業者への利用権の設定等の促進
が図られる。
②課税の特例 として,農 業経営改善計画(以 下 「認定計画」とい う。)に 従って新たに農業経営
を営み,又 は農業経営の規模を拡大 したものは,租 税特別措置法で定めるところにより,農 業























市 町 村 数 市町村数 経 営 数 内法人数
平成6年4月 800 11 134 未集計
5月 800 24 368 未集計
6月 800 40 209 未集計
7月 800 51 540 11
8月 800 78 650 17
9月 843 138 1,429 29
10月 855 178 2,094 58
11月 1,067 238 3,174 88
12月 1,449 353 5,775 167
平成7年1月 1,836 451 7,411 242
2月 2,272 568 10,247 376
3月 3,048 919 19,193 712
4月 3,049 1,023 22,360 867
5月 3,049 1,154 24,91E 1,022
6月 3,049 1,318 28,923 1,226
7月 3,049 1,459 32,449 1,411
8月 3,049 1,635 36,912 1,577
9月 3,049 1,755 40β97 1,752
10月 3,049 1,868 44,606 1,89;
11月 3,049 1,970 47,825 2,035
12月 3,049 2,095 52,654 2,225
平成8年1月 3,049 2,164 55,843 2,327
2月 3,049 2,247 59,762 2,419
3月 3,050 2,521 68,760 2,643
4月 3,050 2,550 70,398 2,737
5月 3,050 2,571 72,663 2,796
6月 3,050 2,602 74,456 2,857
7月 3,056 2,628 76,335 2,921





認定状況(月 別))15)により,全 国段階でみると第1表 の通 りである。すなわち,平 成7年3月
までの段階で基本構想を策定 したのは3,048市 町村に達Lて お り,そ れ以降はほとんど増加がみ
られない。平成8年7月 末現在,市 町村の基本構想策定 も3,056市 町村 とな り,認 定の準備段階
は終了した。
なお,農 業経営改善計画は2,628市 町村で認定 されてお り,基 本構想を策定した3,056市 町村の
うち,85.99%の 市町村で認定農業者の認定を進めたとい うことである。 また,認 定農業者は,
平成8年7月 末現在,全 国で76,335経 営 となっている。 この時点における,総 農家数を仮に330
万戸と推定すれぽ,認 定農業者は総農家の2.31%を 占めることになる。当初,認 定農業者は緩や
かに増加 したが,そ の後,
①規模の大小にかかわらず,意 欲的な農業者を認定する 「手挙げ方式'(選 別政策との批判を避け
るため,経 営面積の広狭 よりも寧ろ農業者の発意 ・意欲を重視 した申請 ・認定方式)」 に切 り
替えたこと,認 定農業者は,法 に基づく担い手農業者の育成策であ り,当 初,行 政では多 くの
農業者の中から一部の大規模農業者を認定農業者に選定する方針だったが,選 別政策との批判
が高まり,農 業で生きていく意欲のある農業経営を認定農業者とすることに方向転換 したとさ





が うまくい くかどうかが試される段階に入 ったといえるであろう。
平成8年7月 末現在 の 「都道府県別の基本構想策定及び農業経営改善計画認定実績」は,第
2表 の通 りである。都道府県別では,認 定農業者数は当然のことながら,北 海道の9,559経 営が
最 も多 く,次 いで熊本県の4,305経 営,山 形県の4,174経 営,長 野県の4,086経 営,岩 手県の3,420
経営 と続いている。認定農業者は,北 海道 ・東北地域 ・九州地域に多 くみられる。一方,こ れに
対 して福井県は186経 営,山 口県は225経 営 とい うように,認 定農業者数が極端に少ない県もみ
られる。認定農業者が多い地域又は県は,地 域類型でいえぽ,平 地農業地域,中 間農業地域のよ
うに,比 較的容易に大規模農業経営を展開することが可能な地域であ り,認 定農業者が少ない地
域又は県は,山 間農業地域や都市的地域といえる。認定農業者は,今 後の農業政策推進の中心的
役割を果たすべき農業経営と位置付けられるが,し か し,そ の将来 目標(所 得一千万円 ・労働時
間二千時間)に 沿って農業経営改善計画を作成するのが最 も困難な地域が,山 間地農業地域や都
市的地域 といえるのではなかろ うか。





都 道 府 県 基本構想策定市 町 村 数 認定市町村数
認 定
農業者数 うち法人























































































































































































































































小 計 502 467 17,353 538
沖 縄 県 48 43 709 42
総 計 3,056 2,628 76,335 2,921




14.22%と な っている。 以下,千 葉県12.42%,石 川県12.03%,富 山県11.95%,広 島県11.62%,
徳 島県10.03%の 順 とな って いる。農 業生産法人 につ いては,米 麦作,果 樹,畜 産部 門で特 にそ
の展開がみ られ るが,地 域的にみて もまち まちであ り,今 後の地域 別 ・部 門別 の農業生産法人数
の推移 を関心を もって見守 ってい くことと したい。
認定農業 者数を地域別 に 「付表1地 域別農 業経営改善計 画の認定状況」16)でみる と,一 番多
いのは九州地域 で17,353経 営(う ち法人538以 下 同),続 いて東北地域16,885経 営(398),関 東
地域15,929経 営(770),北 海 道9,559経 営(338),中 国 ・四 国地域5,801経 営(350),北 陸地域
は4,168経 営(231),近 畿地 域3,019経 営(55),東 海 地域2,912経 営(190),沖 縄709経 営(42)
の順 とな ってい る。 認定農業者数 は前 述の よ うに,昌北海道,東 北,九 州の3地 域 で多 くみ られ,
全 国総 計76,335経 営 の うち43,797経 営(認 定農業者総計 の57.37%)が この3地 域に集中 してい
る。
第2表 の資料 を基 に して,認 定農業者 の多 い上位20都 道 府県を,第3表 で示 してみ る。上位
10位 迄 につ いて見 る と,北 海道 以外 では東北地 域5県,関 東地域2県,以 下 ・北陸 地域 ・九州
地 域各1県 とな ってい る。 さ らに,上 位20位 迄 につ いて見 る と,北 海道 以外では九 州地域 が7
件,東 北地 域が6件 で両地域 とも全県 が20位 以 内に登場 し,以 下,関 東地 域4県,北 陸地域1
県,中 国 ・四国地域1県 の順 とな ってい る。 各tの 地域 のおかれ てい る自然的,社 会的,経 済
的条件 の差異か ら,次 のことが指摘 し得 るであ ろ う。す なわ ち,
① 大規模経営農業者 の育成を施策 の主柱 として推進す る地域。
②担 い手 が相互 に協力 しあいな:がら地域営農 システムを確立 しなけれぽな らない地域。
とが並存 しているこ とを示 しているのでは なか ろ うか。わが国の農業を維持 してい くためには,
地 域農業 の中心的担 い手が 「そ の持 てる力 を十分に発揮す ることに よって所得を増大 させ ること
第3表 認定農業者の多い都道府県
平成8年7月 末現在
順位 都道府県 認定農業者数 法人 順位 都道府県 認定農業者数 法人
1 北 海 道 9,559 338 11 大 分 県 2,421 104
2 熊 本 県 4,305 68 12 佐 賀 県 2,366 27
3 山 形 県 4,174 54 13 福 島 県 2,184 79
4 長 野 県 4,086 209 14 宮 崎 県 2,171 94
5 岩 手 県 3,420 113 15 栃 木 県 2,104 53
6 新 潟 県 3,240 127 16 鹿児島県 2,084 146
7 秋 田 県 3,219 47 17 愛 媛 県 1,489 81
8 茨 城 県 2,826 76 18 青 森 県 1,459` 45
9 福 岡 県 2,550 45 19 長 崎 県 1,456 54
10 宮 城 県 2,429 60 20 群 馬 県 1,428 105





認定農業者数は,こ れか らも着実に増加 してい くものと思われるが,今 後は増加する認定農業
者に対する制度の運用が課題 となってくる。認定農業者制度が,今 後円滑に機能していくために
は,農 業委員会,農 業協同組合,そ の他の組織が連携を一層密にしてい くことが必要 となるであ
ろうし,ま た,農 用地利用や作業受委託などの面で認定農業者相互間や兼業農家 との間で調整が
図られなけれぽならない事態が生 じて くるであろ う。
何れに しても,農 業経営基盤強化促進法に基づ く認定農業者制度は,前 述のように,総 合的,
一体的な支援措置を講ず る制度 とな ってお り,ま さに日本農業 と りわけ土地利用型農
業18)の再構築 のためのきわめて重要な施策 といえるのではなかろうか。
4.農 業経営基盤強化資金(ス ーパーL)貸 付制度 の概要 とその貸付状況
農業経営基盤強化促進法による認定農業者の農業経営改善計画達成を,資 金面で支援するとの
趣 旨をもって,「経営体育成総合融資制度」(ス ーパー総合資金制度)が 創設された。 この新制度
は,認 定農業者の 「農業経営の改善が円滑に行われるよう,必 要な資金の貸付けについて配慮を
するものとする」 との,法 第十五条第一項の規定に由来 している。下記の如 く,
①農業経営基盤強化資金(超 低利の長期資金[ス ーパーLと 略称する。])
②農業経営改善促進資金(短 期の運転資金[ス ーパーSと 略称する。])
とい う性格の異なる二種類の資金を融資する制度19)である。




その使途は農地等の取得,農 地等の改良等,農 業経営用施設 ・機械の改良,造 成,取 得等 々で
あることは当然であるが,そ の外,例 えば,「民宿」のようなものであっても,そ れが農業経営
改善計画で位置付け22)られていれぽ,融 資がなされるとい うように,融 資対象は広範に亘 って
いる。近年,都 市農村交流 ・産直等に対する関心が高まりをみせ,そ の方面での投資意欲が旺盛
になってきている現状を勘案すれぽ,特 に山間地対策としても,こ のような部面での資金制度の
機動的 ・弾力的な運用が,多 いに期待 されるところである。






更に引下げられる。償還期限は25年 以内,据 置期間は10年 以内である。貸付金額の限度は,個
人1億5,000万 円(複 合経営等3億 円),法 人5億 円である。
また,農 業経営改善促進資金(ス ーパーS)貸 付制度の要点24)は,下 記の通 りである。すなわ





期間中である。極度額の上限は,個 人が500万 円,法 人が2,000万 円である。貸付利率は変動金
利制である。
認定農業者が上記資金の借入を希望する場合は,認 定された 「農業経営改善計画」を資金面に
投影した 「資金利用計画」を作成 し,特 別融資制度推進会議25)の事務局に提出 して,「推進会議」
で認定を受けなけれぽならない。「推進会議」で認定を受ければ,資 金の必要時に借入申込書を
公庫等取扱金融機関へ提出すれぽ貸付けを受けられる。
農業経営基盤強化資金は,第4表 に見 られるように,平 成6年9月 か ら,農 林漁業金融公庫
のr業 務統計年報』に表れて くる。平成6年 度の貸付決定件数は2,007件,貸 付決定金額は
第4表 農業経営基盤強化資金月別貸付決定件数 ・金額
(単位:千 円)
平成6年 度(1994年 度) 平成7年 度(1995年 度)
件数 金 額 件数 金 額
4月 } 一 4月 35 271,197
5月 一 一 5月 256 3,001,312
6月 一 一 6月 466 4,863,589
7月 一 一 7月 546 6,223,654
8月 一 一 8月 539 7,591,359
9月 8 160,082 9月 681 8,440,029
10月 4 43,566 10月 655 8,560,379
11月 68 1,099,819 11月 716 8,827,54E
12月 210 4,336,376 12月 760 11,580,865
1月 123 2,670,177 1月 334 4,753,86]
2月 139 2,933,662 2月 361 5,35E,858
3月 1,455 37,785,019 3月 922 15,526,193
合計 2,007 49,028,701 合計 6,271 84,998,839
注)本 表は,農 林漁業金融公庫編r業 務統計年報』平成6年 度28・29頁 及び平成7年 度26・27頁 の資料




































































































































































































































































































































































































49,028,701千 円である。単純平均すると一件当た り約24,429千 円となる。また,平 成7年 度の貸
付決定件数は6,271件 で貸付決定金額は84,998,839千 円であ り,単 純平均すると一件当た り約
13,559千 円となる。平成6年 度に対 し平成7年 度では,貸 付決定件数で約3倍 増,貸 付決定金
額で2倍 弱の増 となっている。従 って,一件当た りの貸付決定金額は低下 しているのである。こ
の制度が創設されて,未 だ問もないわけであるが,今 後,貸 付決定件数 ・貸付決定金額がどのよ
うに推移 していくのか,そ の動向が注 目されるところである。
次に,認 定農業者数 と貸付決定件数との関係であるが,平 成6年 度末の貸付決定件数は2,007
件,認 定農業者数は19,193経 営である。貸付決定件数を認定農業者数で除すと0.104569と なる。
また同様に,平 成7年 度末の貸付決定件数は6,271件,認 定農業者数は68,760経 営である。貸付
決定件数を認定農業者数で除すと0.097745と なる。従 って,平 成6年 度,平 成7年 度 とも認定
農業者の約一割の農業経営が,こ の資金を借入れることができたとみて差 し支えないであろう。
平成6年 度,平 成7年 度の都道府県別の農業経営基盤強化資金の貸付決定件数及び金額は,
第5表 の通 りである。都道府県別の貸付決定件数,金 額 とも,平 成7年 度は制度がスタートし
て二年 目になるので平成6年 度に比べて,当 然のことなが ら増加 している。
平成6年 度の地域別の貸付決定件数を見ると,一 番多いのは北海道の946件 で,東 北地域393
件,関 東地域217件,九 州地域173件,中 国 ・四国地域135件,北 陸地域は78件,東 海地域35件,
近畿地域30件 の順となっている。また,貸 付決定金額を地域別で見ると,関 東地域が12,305,18i
千円で最も多額 となっている。次いで,北 海道11,544,466千 円,東 北地域8,785,697千 円と続い
ている。 この3地 域の貸付決定金額は合計32,635,350千 円で,総 貸付決定金額の66.6%を 占めて
いる。
一件当た りの貸付決定金額を単純平均すると,関 東地域が最 も高額で56,706千 円,次 いで,中
国四国地域が45,285千 円,東 海地域が38,527千 円となっている。貸付決定件数は北海道が圧倒的
に多いわけであるが,一 件当た りの金額が低いために関東地域が最 も高額 となっている。
平成7年 度の地域別の貸付決定件数を見ると,一 番多いのはやは り北海道の2,477件 で,次 い
で,東 北地域1,272件,関 東地域948件 で,こ の3地 域だけで4,697件,貸 付件数合計6,271件 の
74.9%を 占めている。貸付金額は,北 海道が25,999,015千 円で最も多額 となってお り,以 下,関
東地域の18,266,772千 円,東 北地域の12,539,452千 円と続いている。この3地 域の貸付決定金額
は合計56,805,239千 円で,総 貸付決定金額の66.8%を 占めている。
第5表 の資料を基に して,農 業経営基盤強化資金の貸付決定件数上位20県 を示すと,付 表226)
の通 りである。特に注 目すべき点は,平 成6年 度においては北海道,東 北地域で6県 すべて,
九州地域で5県 が表れて くるのに対 して,平 成7年 度になると,北 海道,東 北地域6県 が前年
と同様すべて表れてくるのに対 して,九 州地域は福岡県と熊本県だけになってお り,そ れに代わ





平成6年 度(1994年 度) 平成7年 度(1995年 度)
都道府県 件数 金 額 都道府県 件数 金 額


































































































































































































































































































小 計 173 5,434,331 小 計 416 6,611,732
合 計 2,007 49,028,701合 計 6,271 84,998,839
注)本 妻は,農 林漁業金融公庫編 『業務統計年報』平成6年 度42～43頁 及び平成7年 度40～41頁 の資料
により作成 した。 一42一
「経営体育成総合融資制度」(ス ーパー総合資金制度)に 関する一考察
さらに,同 じく第5表 の資料を基に して,農 業経営基盤強化資金の貸付決定金額上位20県 を
示す と,付 表327)の 通 りである。平成6年 度には北海道,東 北地域諸県が比較的上位に位置して
いるのに対 して,九 州地域では10位 以下に4県 が登場 してくるのみである。 これが平成7年 度
になると,北 海道,東 北地域では宮城県以外はすべて10位 以内に登場 しているのに対 して,九
州地域は福岡県 と熊本県だけになってお り,そ れに代わ って貸付決定件数の場合と同様に関東地
域 ・その他の地域の諸県が表れて くるとい うことである。 これは北海道,東 北地域,関 東地域等
の諸県で農業投資意欲が非常に旺盛であることを示 しているとみることもできるし,ま た,九 州
地域は施設園芸の例にみられるように,す でに農業投資が一巡 したと理解することもできよう。
農業経営基盤強化資金の償還期間別貸付決定件数及び金額を示せば,第6表 の通 りである。
本来,農 業経営基盤強化資金は農業経営改善計画等の認定を受けた農業者に対 して,計 画に即し
て規模拡大その他の経営展開を図るのに必要な長期低利資金を農林漁業金融公庫から融通するも
のであるから,償 還期間が長期になるのは当然である。規定では25年 以内(う ち据置期間10年
以内)と なっているが,借 入れ資金の償還期間の長短の選択は農業者の経営展開の類型に よって
左右 される傾向が強い。平成6年 度は償還期間が20～25年 のものが419件 で,5～10年 のものの
468件 より少なくなっている。 しか し,そ の貸付金額では償還期間が20～25年 とい う長期に亘る






























2,007 100.00% 49,028,701 100.00%
平成7年 度(1995年 度)


























6,271 100.00% 84,998,839 100.00%
注)本 表は,農 林漁業金融公庫編 『業務統計年報』平成6年 度68～72頁 及び平成7年 度66～70頁 の資料
により作成 した。1件 当た り平均償還期間13.2年
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に多い。 しか し,そ の貸付金額では,15～20年 のものが最も多 くなっている。農業経営が投資
資金を必要 とするのは,当 然のことながら,一 つには固定的生産手段を調達するためであ り,ま
た,一 つには流動的生産手段を調達するためである。しかし,農 業においては,そ の産業的特質
に規定されて,固 定的生産手段を調達するための長期金融資金が特に重要性をもつ こととなる。
従って,貸 付金額で償還期間が15～20年 のものが最も多 くなっているのも頷けることである。
長期金融は,通 常一般金融機関が忌避するところであ り,そ こに農業長期金融を本務 とする農林
漁業金融公庫の役割があるといえる。さらに,肉 用牛生産における仔牛購入資金のように,そ の
投資資金を比較的早期に回収 し得る農業投資分野も存在す る。 これは,い わゆる 「中期金融」資
金で対応 し得るものであ り,今 後,「 中期金融」は農業金融において一層その重要性を高めてい
くこととなるであろうし,こ の分野での制度の拡充が期待 されるところである。
農業経営基盤強化資金の最終貸付先別貸付件数 ・金額は,第7表 の通 りである。平成6年 度
の最終貸付先別貸付件数では,個 人向けが圧倒的に多い。 しか し,そ の金額をみると,個 人と有
限会社がほぼ同額 となってお り,農 業経営基盤強化資金への需要の強弱は別 として,平 成6年
は本資金制度実施の初年度 とい うこともあ り,法 人合計の方が多か ったのではないかと思われ
る。 また,平 成7年 度 には,個 人向けが件数5,602件 で89.33%を 占め,ま た,金 額 で も






























合 計 2,007 100.00% 49,028,701 100.00%
平成7年 度(1995年 度)


























合 計 6,271 100.00% 84,998,839 100.00%




しか し,土 地利用型農業における家族的経営体の制約要因28)が存在する。すなわち,そ れは
次のような点である。
①市場のシグナルに即応 した経営展開が図 りに くい。
②基幹労働力が事故,病 気等で欠けた場合,経 営体 としての維持が直ちに不可能となる脆弱性。
③家産管理,農 業経営の経理及び生計費が混在 しているため,経 営の計画性,戦 略的投資などの
経営感覚に総 じて乏 しい。
④後継ぎがない場合には投資意欲が冷える(三 項 目略)。
家族的経営体は,市 場 メカニズム,価 格変動に対応できにくい点が,農 業問題を発現させる。
農業においては,市 場価格の変動による生産量の統御ははなはだ困難である。また,農 作業が機
械化され,施 設化されれぽされるほど,農 業者の身体に対する危険 損害が偶然に起こる可
能性 は高まる。 このような場合,家 族的経営体は特に大きな打撃を受ける。保険による貨
幣的な補填はほとんど意味をなさない。それは経営体の存否に直結する恐れるがある。さらに,
今後,農 業経営者は,農 業生産の技術を習得す ると同時に,経 営管理能力を自己啓発 しなければ
ならない。家族的経営体は前記のような制約要因を有 しているが,ま た,そ れ とは逆に,家 族的
経営体の利点を活か して,積 極的な投資を展開することが期待 されるところである。農業経営基
盤強化資金の次年度以降の個人向けの件数 ・金額及び法人向けの件数 ・金額が,ど のように推移
していくかを慎重に見守らなければならないであろ う。
農業経営基盤強化資金の経営部門別貸付先数は,第8表 の通 りである。平成6年 度の経営部
門別貸付先数では,稲 作の貸付先数が568単 位,畑 作が348単 位,そ の他が278単 位,酪 農が277
単位,以 下,施 設園芸,養 豚 ・養鶏と同数で続いている。
翌年の平成7年 度には,稲 作の貸付先数が1,900単 位,そ の他が1,085単 位,酪 農が763単 位,
第8表 農業経営基盤強化資金の経営部門別貸付先数 ・同構成比
(単位:件 数,%)
平成6年 度(1994年 度) 平成7年 度(1995年 度)
経営部門 貸付先数 左比率 経営部門 貸付先数 左比率
稲 作 568 33.02% 稲 作 1,900 36.27%
畑 作 348 20.23% 畑 作 565 10.78%
酪 農 277 16.10% 酪 農 763 14.56%
施設園芸 155 9.01% 施設園芸 726 13.86%
養 豚 47 2.73% 養 豚 116 2.21%
養 鶏 47 2.73% 養 鶏 84 1.60%
そ の 他 278 16.16% そ の 他 1,085 20.71%
合 計 1,720 100.00% 合 計 5,239 100.00%




施設園芸が726単 位,畑 作が565単 位,以 下,養 豚 ・養鶏となっている。これは,ま さに,農 林
水産省が平成4年6月 に発表 したr新 しい食料 ・農業 ・農村政策の方向』で推進 していこうと
する農業政策の方向 土地利用型農業の生産の安定と経営の体質強化 に沿 った もので
あるといえるのではなかろ うか。
5.経 営体育成総合融資制度(ス ーパー総合資金制度)の 課題 とその展望
すでに述べてきたように,経 営体育成総合融資制度(ス ーパー総合資金制度)は,認 定農業者
を金融面から支援するために,長 期資金 と運転資金を併せて融資することを 目的として,新 しく
創 られた総合的な資金融資制度である。その制度運用面では,す でにみてきたように地域,営 農
類型 ともバ ラエティーに富んだ認定農業者に多額の融資がなされ,農 業経営改善計画の目標達成
へ向けての経営展開がなされている。
このように,経 営体育成総合融資制度はスター トした訳であるが,認 定農業者がいない地域で
は,今 後補助事業の採択が困難になるのではないかとの思惑から,や る気のある農業者を認定す
るとい う制度本来の主旨とは違 う方向で,認 定が進められた場合もあるときく。また,(1)長 期 ・
超低利の農業経営基盤強化資金(ス ーパーL資 金)が 借 り入れできる。(2)農用地の利用集積の
支援,(3)規 模拡大による税制上の特例,(4)経 営指導 ・研修,な ど現在国が挙げるメリットが,土
地利用型の農業地域には有利だが果樹や施設型の地域には魅力と映っていない29)との指摘もあ
る。何れに しても,経 営体育成総合融資制度は,地 方公共団体を中心 とする地域 ぐるみで,
①効率的かつ安定的な農業経営の育成。
② これら農業経営が農業生産の相当部分を担 うような農業構造の確立。
にっとめる場合の金融的支援制度である。 しかも,そ の 「主眼」は,土 地利用型農業の規模拡大
・経営体質改善を推進 してい くことにあるのは明白である。ある県における 「農業経営基盤の強
化の促進に関する基本方針」の概要では,「農用地の利用の集積に関する目標」として,効 率的
かつ安定的な農業経営を営む者に対する将来の地域の農用地利用集積(農 作業受依託を含む)目
標を40～50%程 度とするとし,ま た,各 市町村が策定した 「基本構想」においても,.効率的か
つ安定的な農業経営を営む者に対する,農 用地利用集積の目標数値が,す べて明示 してある。新
政策研究会では,「農業労働力の減少と高齢化を反映 して,平 成12年 には総農家戸数は250～300
万戸程度に減少す るとみ こまれる。そのような中で,農 業構造を意欲的に展望 してみれば,個 別
経営体は35～40万 程度 と見込まれる」30)と予測 している。
また,農 林水産省r新 しい食料 ・農業 ・農村政策の方向』では,「10年 程度後の稲作を




農家が関わ りを有する 「組織経営体」群(2万 程度)が 地域農業の基幹を担 う経営体 として稲作
生産の8割 程度を占めることになる。」31)と予想 し,さ らに 「現在の技術水準(中 型機械化体系)
の下で,集 団化された圃場の利用を前提 とすれぽ,経 営の効率的規模は10～20haに 達する。ま
た,こ うした経営が,現 在でも,一 部地域において展開 している。10年 程度後は,こ うした経
営が生産の大宗を担 うことを旨とし,所 要の政策を講 じてい く。」32)としている。
土地利用型農業 そのなかでも,特 に水田稲作単一経営 に内在する矛盾を解消する
ためには,国 の強大 ・強力な 「誘導策」が不可欠である。農業生産物,そ のなかでも特に食糧に
ついては,そ れが,重 要 ・不可欠なものであるが故に,こ れまで様々なかたちで統制 ・規制がな
されてきた。それ らの統制 ・規制を否定 しつつ,構 造政策 その妥当性 ・方向性を高 く評価
すれぼするほど を,推 進 させ ざるを得ないところに,わ が国農業がおかれている環境の厳
しさがある。
だが,農 業の算出額の増大に大きな割合を占めるコメ等については,生 産性の向上を期待する
必要があるとしても,単 に経営面積の広狭(量)よ りも,む しろ,そ の経営内容(質)が 問われ
なけれぽならない。さらにいえぽ,稲 作単一経営 と稲作複合経営とを区別 して,施 策を講 じてい
かなけれぽならない。
稲作単一経営においては,次 のようなことが指摘 し得る。すなわち,穀 物生産は機械化 ・合理
化 ・大規模化が最も図られやすい部門である。従 って,こ の部門においては,徹 底的な機械化 ・
合理化 ・大規模化が図られなければならないとい うことである。経営の効率的規模展開の 目標を
極めて高い水準におかなけれぽならない。長期的にみれぽ,わ が国におけるコメをは じめ とする
穀物類の価格は相対的に下落 してきてお り,仮 に栽培技術が進歩 した としても,収 穫逓減の法則
.に規定されるため,経 営規模を拡大 しなけれぽその粗収益を増加させることは困難である。
個別農業経営が規模拡大を指向する場合には,そ れに伴って農業者は,労 働集約 と労働粗放
(収量変動に直接影響を及ぼす基幹作業過程への労働の傾斜配分 ・重点配分と補完作業過程の省
力化)と い う相反する解決すべ き課題に直面せざるを得ない。稲作単一経営では,栽 培方法の変
更 「移植栽培」から 「直播栽培」への移行,条 相コンバインか ら大型汎用コンバイ ンへの
移行等 によって,こ の課題を解決 していかなけれぽならない。このためには,先 ず分散錯
圃という土地条件を改善するための農村計画の立案が必要となる。 このことと関連 して,農 用地
の改良,開 発,保 全及び集団化に関する事業33)が適正かつ円滑に実施されなけれぽならない。
これに対 して,「稲作複合経営」の展開が可能な地域においては,田 畑輪換 潅概排水路
の分離等の基盤整備 による,輪 作 ・多毛作化を推進 しなけれぽならない。ここで,筆 者は
次の経営事例を 『試論』として指摘 しておきたい。つま り,そ れは 「暖地土地利用型農業」とも
いえる例である。すなわち,静 岡県周智郡森町で水田面積8,0ha(う ち借地6.6ha)を 耕作する
農業者は,春 か ら初夏にかけてスイー トコーンを5.Oha,初 夏から秋にかけて水稲を6。6ha,秋
一47一
明治大学農学部研究報告 第110号(1997)
から冬にかけては レタスを3.3ha栽 培 している。そこで生産 されたスイー トコーン10万本は,
すべて消費者に直接販売 され,レ タス ・水稲 と合わせて水田10a当 た りの収入は60万 円で,「水
稲単作」 と比較 して4～5倍 の高い実績鋤をあげている。 このような営農類型 ・経営形態におい
てのみ,「 水田稲作への中型機械化体系の適用」が適当なのではなかろ うか。何故ならば,多 毛
作をする場合には,前 作の収穫作業終了後,後 作の作付けをしなければならず,直 播栽培では播
種適期を逸する恐れがあるか らである。 このような事情(移 植栽培をしなければならない事情)





また,植 物生産に限定 していえぽ,小 面積で高い粗収益を取得 し得る,労 働集約的 ・資本集約
的性格の強い農業(施 設型農業)を 展開している経営体(労 働集約型 ・高付加価値型の経営体)
も,現 在,わ が国農業にとって,貴 重な存在であることを忘れてはならない。労働集約型 ・高付
加価値型の経営体は施設型農業部門に多 くみられるが,「施設型農業」が展開されている地域と,
土地利用型粗放的農業が展開されている地域とは,事 情が多いに異なる。土地利用型農業と施設
型農業 とを峻別 して,農 業問題を取 り扱 うことも,ま た肝要であろう。何故ならぽ,効 率的かつ
安定的な農業経営への農地利用集積を進めるのは望ましいことであるとしても,施 設型農業 ・施
設園芸等を展開 している農業者には,仮 に,時 代の進運に応 じた規模拡大 ・合理化が必要である
としても,現 在の段階では,乗 地利用の集積の必要性はほとんど認められないからである。
この点を敢えて,重 ねて述べる。 このよう・な施設型農業 ・施設園芸が,日 本農業に定着 してき
た理由は,経 営規模の零細な農業経営がその経営面積の拡大を図ることな く,し か も,家 族労働
力の主体的利用の範囲内で,粗 収益を増加させようとする場合,施 設型農業 ・施設園芸を導入す
ることによって,最 も確実に粗収益を増加させることができたからである。施設型農業 ・施設園
芸は,農 業生産に特有な季節性という制約条件を,被 覆材によって克服(自 然環境を統御)し,
その経営耕地の機能を最大限に利用することを可能にした。 しか も耕地単位面積当た りの,資 本
と労働との集約度が極めて高 く,資 本集約的性格,労 働集約的性格の強い農業の部門であ り,従
って,農 地利用の集積の必要性は殆ど認められないのである。
いずれに して も,経 営体育成総合融資制度を継続 していく場合には,高 まる資金需要に対 し
て,限 られた財源のなかからめ融資枠の確保 も今後の大きな課題となって くる。それ と同時に,
都道府県 ・市町村が融資資金に対する利子助成を行っている場合,そ のための財源を確保 しなけ
れぽならないし,そ れが地方公共団体の財政を圧迫する要因となる可能性 もある。このため,地
方公共団体を中心 とする地域 ぐるみで,農 業者の計画達成が円滑になされるよう,緊 密な連携を
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保ちつつ,支 援 してい くことが強 く要請される。
さらに,利 子についていえぽ,農 林漁業金融公庫の第一条で規定している目的,す なわち 「農
林漁業老に対 し,農 林漁業の生産力の維持増進に必要な長期且つ低利の資金で,農 林中央金庫そ
の他一般の金融機関が融通することを困難とするものを融通する」とい う趣 旨に沿って,さ らに
低利での融資がなされ ることが期待される。なぜならぽ,経 営体育成総合融資制度のような農業
金融制度 こそが,わ が国の農業構造を望ましい方向に誘導 してい く強力な原動力となるからであ
る。
6.む す び
農業では,コ メにおける如 く,施 設園芸においてさえも,過 剰生産問題を生起させる危険性を
内包 している。市場価格は市場において,短 期的には需要 と供給の関係によって決定されるので
あるが,極 端な市場価格の下落は,資 源報酬を低下させることになる。つま り見方を変えれば,
個別農業経営が収益の低下による損失を被るだけではなく,社 会的損失一一一 農業における諸資
源の浪費 ・自然環境への負荷の増大 をもたらす ことになる。 これは,環 境保全の理念にも
相反する。
しかし,コ メの例を取 り上げるまでもなく,過 剰生産の条件下においてさえも,生 産抑制策 ・
生産削減策には強い抵抗がある。 しか し,環 境保護の観点からも,諸 資源の浪費を抑制す るよう
な農業政策の展開は,持 続的な農業発展の不可欠の要件となる。わが国農業が経営体育成総合融
資制度を通 して,効 率的 ・安定的な農業経営を育成 していかなけれぽならない理由は,こ れから
も国内農業が合理的価格条件で主穀の安定供給を継続 していく場合の経営環境を整備する必要が
あるとい うことである。また,国 際的には,わ が国が食糧を輸入することによって,途 上国の食
糧調達に深刻な打撃を与える危険があ り,こ れを可能な限 り回避する必要があるということであ
る。すなわち,こ の国内 ・国際とい う二面の要請に対 して,個 別経営体が,経 営体育成総合融資
制度の資金を活用 して,そ のための主体的条件を整備 しなけれぽならないとい うことである。
農業や農村ほ,食 糧供給,地 域経済安定,国 土 ・環境 ・景観保全等の多面的機能を発揮するこ
とが期待されている。特に,農 業の良質 ・安全 ・新鮮な食料の安定的供給機能は,国 民経済の発
展にとつ丁不可欠の要件である。また,農 村地域が景観保全等の機能を通して,ゆ とりややすら
ぎを提供ナるような役割を果たす ことも期待されている。農業生産者と消費者,農 村と都市,こ
のよう嫡 脚 あるもの… 双方にと・て相手の存在・・不可欠であるとの識 をも・て相互囎





なお,本 稿を含め,こ れまでの拙稿につき,ご 多忙のところ快 くご懇篤なるご指導を賜ってお
ります,明 治大学農学部教授 西山久徳先生に深甚なる謝意を表する次第である。
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6)農 業経営基盤強化促進法(以 下 「法」 という。)第 五条第六項において,「 都道府県知事は基本方針を
定め,又 はこれを変更 した ときは,遅 滞な くこれを公表 しなければならない。」 と規定 している。そこ
で,公 表されている基本方針の一例を以下に挙げる。
「農業経営基盤の強化の促進に関する基本方針の概要」
第1基 本方針策定の趣 旨 農業の果た している重要な役割,農 業をとりまく情勢の変革等を踏まえ,
将来にわたって本県農業の健全な発展を図 ってい くためには,効 率的かつ安定的な農業経営を育成 し
ていくことが緊急かつ重要である。 このため,育 成すべき効率的かつ安定的な農業経営の目標を明確
化するとともに農業経営の改善を図ろ うとする農業者に対する支援措置等についてその基本的な指針
を定めるものとする。また,市 町村において策定す る農業経営基盤強化促進基本構想の指針 とする。
第2基 本方針の目標年次 本基本方針の目標年次は,平 成14年 とする。但 し,概 ね5年 後を目途に見
直しを行うものとす。
















ア.農 業経営の規模の拡大 イ.生 産方式の合理化 ウ.経 営管理の合理化
工。農業従事の態様の改善





13)課 税の特例について,法 第十四条において 「認定農業者(略)で あって第十二条第一項の認定に係る
農業経営改善計画(以 下 「認定計画」とい う。)に 従 って新たに農業経営を営み,又 は農業経営の規模を
拡大したものは租税特別措置法(昭 和三十二年法律第二十六号)で 定めるところにより,そ の有する固
定資産について特別償却をすることができる。」と規定 している。特別償却は税法上の特別措置で,割 増
償却 もその一種であると考えられる。農業経営改善計画等を実施する個人の機械等の 《割増償却》につ
いて,租 税特別措置法第十三条の三で以下のように規定 している。「青色申告書を提出する個人が,次 の
各号に規定する認定のあった日の属する年から当該年の一月一日以後五年を経過 した 日の前 日の属する
年 までの各年(略)の 十二月三十一 日(略)に おいて当該各号に掲げる場合に該当する場合には,そ の
年の十二月三十一 日において当該個人の有する当該各号に定める減価償却資産(略)の 償却費としてそ
の年分の事業所得の金額の計算上必要経費に算入する金額は,所 得税法第四十九条第一項の規定にかか
わ らず,当 該資産について同項の規定により計算 した償却費の額 とその百分の二十(第 二号に掲げる場
合には,百 分の三十)に 相当する金額 との合計額以下の金額で当該個人が必要経費として計算した金額




て課税所得額を少な く算定せ しめ,当 該事業年度中の租税負担を軽減す ることになる。このように して
特別な固定資産への早期回収を促 し,あ るいは課税の繰延べによって資金利用の便をはか るとい う形で
金融的効果を」(若 杉 明 『精説 財務諸表論』中央経済社 昭和59年148頁)も た らす ことが期待さ
れ る。企業会計原則の保守主義の原則(安 全性の原則)に てらしても,減 価償却実施の初期段階におい
て割増償却を行 うことは,健 全な会計処理といえるであろ う。これは一方で 「節税効果」をもたらすと
ともに,も う一方では投下資本を短期間に回収することを可能にするとい う費用計上の 「前倒し効果」
をもたらすからである。
なお,特 別融資制度推進会議の認定要件 として 「簿記記帳を行っていること。(簿 記記帳を行 うことが
確実と見込まれる場合を含む。)」(農業経営基盤強化資金実施要綱第2の1の(2)の エ)と している。 しか
し,経 営収支,財 務状況が明らかになる,い わゆる簿記記帳のカテゴリーに入るものであればよく,必
ず しも複式簿記や青色申告でなくてもよいこととなっている。但 し,数 年以内に青色申告ができるよう
になることが望まれるとしている。(農 林水産金融研究会編 農林水産省経済局金融課監修 『スーパー総
合資金制度の解説』(参考)○ 一問一答集,地 球社,平 成六年,140頁
14)法 第十五条第一項





地 域 認定市町村数 認定農業者数 法 人
北 海 道 173 9,559 338
東 北 382 16,885 398
関 東 546 15,929 770
北 陸 199 4,168 231
東 海 187 2,912 190
近 畿 204 3,019 55
中国四国 .427 5,801 359
九 州 467 17,353 538
沖 縄 43 709 42
全 国 2,628 76,335 2,921







17)農 林水産省 「新 しい食料 ・農業 ・農村政策の方向」平成4年
18)わ が国の土地利用型農業は,水 田稲作を除けば縮小再生産を迫られるような状況下におかれている。
地域農業活性化のためにも,認 定農業者が本来の役割を果たすことが期待される。
19)経 営体育成総合融資制度基本要綱(平 成6年6月29日 付け6農 経A第665号 農林水産事務次官依命通
達)第1の2.の(D及 び(2)。
なお,経 営体育成総合融資制度基本要綱では,第4に おいて,制 度が円滑に運営されるよう,次 のよ
うに定めている。
第4運 営の基本方針
1.関 係者は,本 制度が農業者の自主性 と創意工夫を尊重することを最大の目的としていることを十分に
踏 まえて,制 度の運営に当たるものとする。
2.本 制度による支援の対象となる農業経営改善計画制度は,地 方公共団体を中心とする地域 ぐるみで運
営 されるものであるので,本 制度の運営に当たっては,地 方公共団体を中心として地域 ぐるみでの積
極的な対応を図るものとする。 このため,都 道府県,市 町村,融 資機関等は,緊 密な連携を保つもの
とする。
3.本 制度は,農 業者の計画達成を資金面で支援することを目的としているため,使 いやすい融資制度と
することに主眼を置いているが,融 資は返済を必要 とするものであり,ま た,金 利がかか ることを踏
まえ,必 要な融資が的確に行われ るよう配慮するのと同時に,安 易または過大な融資により農業者の
経営を圧迫することのないよう十分に留意するものとする。
4.本 制度は,農 林漁業金融公庫の資金と農協系統等の民間金融機関の資金から成るものであるが,両 者
相倹って所期の効果を発揮するものであるので,農 林漁業金融公庫と民間金融機関とは相互に緊密な
協調を図 り,農 業者の意向踏まえて適切な分担関係の下に資金の融通を行 うものとする。
5.農 業経営改善促進資金は,農 業協同組合,銀 行,信 用金庫等の融資機関から融資されるが,ど の金融
機関を利用するかは,農 業者の自主的な判断により決定するものとする。
6.本 制度の運営に当たっては,農 業経営改善計画の認定申請 との同時併行的な手続きの進行を認める等
手続きの迅速化と簡素化に十分留意するものとす る。
7.農 業改良普及組織,農 協営農指導組織等は,相 互に緊密な連携を図り,本 制度を利用する農業者が計
画を確i実に達成できるよう必要に応 じ,農 業者に濃密な指導を行 うものとする。


















(3)農業経営用施設 ・機械等の改良,造 成,取 得









(2)償還期限25年 以内(う ち据置機関10年 以内)
(3)融資限度額 個人1億5,000万 円(複 合経営等3億 円)
法人5億 円
(4)融資枠(平 成6年 度)400億 円




って行われた。 しかし,復 興金融金庫の融資は基幹産業に重点がおかれていたため,農 林水産業に対す






和条約の発効によって,わ が国は独立を回復 した。農林漁業金融公庫法は1952年12月29日(27年 法律第
355号)公 布施行された。当時の政府の政策運営の中心は経済自立体制の確立におかれ,そ の基盤 として
も食糧 自給度の向上のため国内食糧生産力の増強の必要性がます ます高まってきた。 このような社会的
背景のもとで,農 林漁業金融公庫は設立されたのである。従 って,農 林漁業金融公庫の設立当初は,食
糧増産推進(1953年 度以降の 「食糧増産5ヵ 年計画」)の ための土地改良および共同利用施設の資金の貸
付にその重点がおかれた。1963年 には農林漁業金融公庫の経営構造改善資金制度,1968年 には総合資金
制度が創設された。土地改良資金は公庫融資のなかで政策 との結び付きが強 く,年 々の貸付計画は上記
諸施策を反映 して策定された。(農 林漁業金融公庫 『農林漁業金融公庫 二十年史』昭和49年,13頁 。)
22)農 林水産金融研究会編 農林水産省経済局金融課監修 『スーパー総合資金制度の解説』地球社,平 成
6年,141頁
23)末 端金利は,都 道府県 ・市町村によって異なる。
例えば,A県 の場合,農 林漁業金融公庫資金(3.5%)に 国(農 山漁村振興基金1%),県(0.75%),市
町村(0.75%)の 三者がそれぞれ助成するもので,農 業者が1%の 超低利で借 りられる資金を実現 した。
しかし,市 町村の助成がない場合は県助成はなく2.5%。
B県 の場合,農 林漁業金融公庫資金(3.5%)に 国(農 山漁村振興基金1%),県(0.25%),市 町村
(0.25%)が 助成す るもので末端金利は2.0%。 ただし,市 町村の助成義務はなく,助 成 しない場合は
2.75%で ある。
C県 の場合,末 端金利1.7%(11年 目からは2.5%)と している。農林漁業金融公庫資金(3.5%)に 国(農




24)農 林水産金融研二究会編 『スーパー総合資金制度の解説』。前記 『解説』書では,「 農業経営改善促進資




改善計画等の認定を受けた農業者に対 して,計 画に即 して規模拡大その他の経営展開を図るのに必要な







③極度額 特別融資制度推進委員会議が認めた金額(原 則,毎 年見直し)
(2)極度額の上限 個人 一般経営500万 円
法人 一般経営2,000万 円
(3)貸付利率
変動金利制 とし,現 行の金利情勢(短 プラ3.0%)の 下で3.3%(当 座貸越方式をとる場合は,
0.5%の 範囲内で上乗せが可能)
5.融 資枠(平 成6年 度)2,000億 円
農林水産金融研究会編 農林水産省経済局金融課監修 『スーパー総合資金制度の解説』地球社,平 成
6年,5頁
25)特 別融資制度推進会議とは,地 域農業振興のため,関 係機関が借入申込案件を一括 して処理すること
が適切と認められるものを迅速かつ的確に処理するため,市 町村段階に設置される機関である。その構
成は,市 町村,農 業委員会,農 業協同組合,都 道府県,地 域農業改良普及センター,都 道府県信用農業
協同組合連合会,農 林中央金庫,農 林漁業金融公庫,都 道府県農業信用基金協会,飼 農林水産長期金融





平成6年 度(1994年 度) 平成7年 度(1995年 度)
順位 都道府県 件 数 順位 都道府県 件 数
1 北 海 道 946 1 北 海 道 2,477
2 青 森 県. 103 2 長 野 県 331
3 山 形 県 98 3 福 島 県 276
4 福 島 県 75 4 青 森 県 243
5 秋 田 県 58 5 新 潟 県 239
6 茨 城 県 58 6 秋 田 県 236
7 福 岡 県 48 7 山 形 県 226
8 新 潟 県 43 8 愛 知 県 222
9 長 野 県 40 9 宮 城 県 156
10 千 葉 県 37 10 茨 城 県 145
11 岡 山 県 36 11 岩 手 県 135
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「経営体育成総合融資制度」(ス ーパー総合資金制度)に 関する一考察
12 岩 手 県 32 12 福 岡 県 120
13 熊 本 県 32 13 静 岡 県 108
14 宮 城 県 27 14 千 葉 県 106
15 佐 賀 県 26 15 熊 本 県 78
16 大 分 県 26 16 愛 媛 県 77
17 鹿児島県 26 17 神奈川県 69
18 山 梨 県 21 18 栃 木 県 67
19 鳥 取 県 18 19 鳥 取 県 66
20 神奈川県 17 20 滋 賀 県 62
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6,299,294.
注)本 表は,農 林漁業金融公庫編 『業務統計年報』平成6年 度42～43頁 及び平成7年 度40～41頁
の資料によ り作成 した。なお,平 成7年 度の農林漁業金融公庫の農業関係最終貸付件数は
10,107件,金 額は104,267,604千 円である。この内,農 業経営基盤強化資金の最終貸付件数は
6,271件(農 業関係最終貸付総件数の62.04%),金 額は84,998,839千 円(農 業関係総貸付金額
の81.52%)で ある。また,平 成8年3月31日 現在の農林漁業金融公庫の農業関係資金の貸付
金残高は,3,140,800,000千 円である。 この内,農 業経営基盤強化資金の貸付金残高は,
113,800,000千 円(農 業関係資金の貸付金残高の3.62%)で あるが,今 後,こ れは次第に増加
していくものと考えられる。,
28)新 政策研究会編 『新 しい食料 ・農業 ・農村政策を考える』地球社,平 成4年,75頁
29)AGRINEWS(1995050543022)(「認定農業者688人 に,近 畿 ・北陸」)




る経営を行い得るものである。(新 政策研究会編 『前掲書』67頁)。 さらに,こ の事項に関連 して,『 前掲
書』66頁 より 「3行」を引用。
31)農 林水産省 『新しい食料 ・農業 ・農村政策の方向』 ∬政策の展開方向1農 業政策(1)土地利用型農業の
展望,(稲 作を中心とする農業構造の見通 し)
32)農 林水産省r新 しい食料 ・農業 ・農村政策の方向』(望 ましい稲作経営の展望)
33)土 地改良法弟一条
34)農 林漁業金融公庫 『公庫月報』60～61頁,1996,8,金 子秀顕 「経営紹介2水 田資源の可能性を追求」
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